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( 1 )栗原百寿 r農業問題入門』有斐閣， 1955 (r著作集庇』校倉書房， 1985所収)はし
がき，並びに第1章の阪本楠彦批判を見よ。






























































































































































(17) これは r土地所有が資本所有の要求に適応せしめられてJ (145) いることを最大
の根拠としている意味で 「土地の商品化」をもって近代的土地所有とした櫛田民蔵
とは大きく異なる。一方大内力は近代的土地所有という規定には， きわめて'慎重で、あ


























































制地代論」第31巻第 1号~第4号， 1941.1-40 r地代」第32巻第7号， 9号， 10号，











そのあたりの事情については，鈴木「大原社会問題研究所時代JIl"BOOKS.j 83号， 1958 
参照。しかしそのことが結果的に，今日，「価値論」との係わりで注目されているベイ



























































































































































































































































































































策なりJ(120) とする大内力の見解も，その一環として吟味されている D そ
の際，鈴木が提出した問題の第 1は，「果していかなる観点からこの規定がな
されているかJ(同)という点であった。なぜなら，政策の性格は本来「政策
主体の性格を明らかにすることによって以外にはこれを理解することが困難
であるJ(121)にもかかわらず，この答案はあたかも「この改革が農村にも
たらす社会的効果から，右の規定がなされているのではないかと思われる」
(120)からである。その点確かに大内の場合には，創設されたものが「リリ
附
パット的自作農」にすぎず，その発展を期待しうるものでない，というとこ
附)
ろに主なるメルクマールが置かれていたのである。
このことから，鈴木は更に第 2の「この答案が果して農地改革の具体的内
容を全面的に理解しているかという疑問J(122)を提出する。それというの
も，先にも引用したように，大内にあっては農地改革の「基本的内容は自作
農創設方策であると解釈J (同)し，「この改革の内容をなす他の反面すなわ
ち二00万町歩におよぶ地主的土地所有の排除が語られていないJ (同)か
らである。つまり，地主的土地所有を「日本資本主義の要求に適応した性格
をもっているという意味において特殊な形の近代的土地所有」と考える鈴木
は，戦時中に明確となる「一連の反『地主的』政策」は，「国家と緊密に結び
ついて新たな性格を賦与された満洲事変以後の金融資本との関連Jで理解さ
(4)原題同じ。 1950年7月執筆，前掲書に収録される以前には未発表。同書によれば「本
稿は農政調査会の依嘱により『農地改革顛末概要』の一部として，限られた小数の枚
数うちに書かれたものであるが事情により同書に収録されなかったものであるJ(286)。
(45)大内，前掲『日本資本主義の農業問題J299頁。
(46)向上書，「展望」三を参照。
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れねばならないと考えていたのである。ここで鈴木が意識しているものが，
いわゆる国家独占資本主義であることはいうまでもない。しかしそれにして
も，実際の農地改革の過程はより複雑な性格を内包していた。
「だがしかし，戦時中における反 r地主的』な政策は，それがいかに反 r地主的』であ
ったにせよ，地主を排除するというところまで徹底し得なかったに反し，農地改革は敢
て地主を排除するところまで進んでいることが注意されねばならないと考えられる。そ
れは農地改革を一連の反『地主的』な戦時統制から明確に区別する一点であるといって
よい。このことはこれを政策主体に即していえば，戦時中反『地主的』政策を行ったと
ころの国家と結び、ついた新たなる性格の日本金融資本のみをもってしてはこの農地改革
を行うことはできなかったことを意味するものではないだろうか。それは外国の力によ
って初めて行われ得たのではないであろうか。しかしこのことは全くタト国の力によって
のみ行われ得たという意味ではない。圏内においてもこの方面に呼応するところのイン
タレストは動いていたのである。それは地主の勢力が戦時中から漸次弱まってきたとい
う事情に加えて，戦時中におけると同じ新たなる性格の金融資本が引続き或いはむしろ
相対的により大なる勢力をもって戦後も存続していたからである。それでも農地改革に
よる地主的土地所有の排除はこの金融資本がなしうる限度を超えていたのであって，そ
のかぎりにおいてこれが実施には外国の力を必要としたと考えられるのである。では外
国の力とは何であるか。それは抽象的にいえばブルジョア・デモグラシィであろうが，
その詳細な性格の規定は容易な仕事ではない。いずれにせよ農地改革は満洲事変以後の
新たな性格の日本金融資本と外国の力とによる日本経済『民主化』のための一つの政策
であるということだけはこれをいって差支えないであろう。」
長文の引用となったが，それは農地改革の性格を考える上で今日でもなお
示唆に富む内容を有していると思われたからである。
未だ占領下のため腕曲な表現にとどまるが，ともかく鈴木は，政策主体に
注意をはらいながら農地改革の性格を具体的に分析することによって，その
現代資本主義的性格ならびに その複合的性格を不十分ながらも捉えていた
???
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のであった。これはやはりいつもの通り明解で、はあるが一元論的な大内力の
理解とは大きく異なる。つまり大内の場合は 「一般的に小農維持政策がこ
削
れまでの日本の農業政策を一貫する金線であった」という命題が事前に準備
されていて，農地改革にもその命題が「適用J されたかのごとくである。そ
の結果，結論ははじめから決まっており，農地改革の中からそれに見合う事
実がピック・アップされたにすぎない， といっては言いすぎであろうか。し
かしそこにはやはり，次に問題となる flJ"分析』の立場」と flJ"適用』の立場」
の違いという問題が内在していたと考えられるのである。
VI r日本農業と『価値法則.!lJ一むすびにかえて一
さて，以上のような経過を経て鈴木が到達した日本農業論はいかなるもの
(48) 
だったのであろうか。「日本農業と『価値法則JJは，鈴木による大内力批判
であると同時に，鈴木の日本農業論のひとつの到達点で、もあった。そして，
それは結局次の 2点に集約されているといってよいだろう。
その第 1は，小農民経営は自家労働に基礎を置くものであるがゆえに，他
人労働Vとは異った「自家労力の謂ゆる完全燃焼J (238)という独自の運動
法則を持つものであるということ，その意味で，「農民の謂わば自己労賃と
他人労賃Vとは質的に異るものがあるJ (同)ということである。しかも第
2に，「この区別が漸次に解消されつつあるJ (同)かといえば，そうではな
い。「何故なら，農民の自己労賃の他人労賃Vへの転化は農民経営の資本主
義化を前提としなければならないが，与えられた日本の謂ゆる国家独占資本
主義の下ではこの条件は恐らくは期待しがたいだろうからであるJ (238) 
(47)向上書， 300頁。
(48) 1951年9月執筆，前掲書まで未発表。
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この農民層分解について，鈴木は更に今日の事態を見透かすかのように次
のごとく言う。
「もちろん，吾々といえども農民層の分解の事実そのものを否定するものではない。だ
が吾々はこの分解に明確な限度のあることを強調したいのである。(中略)ここに分解の
限度というのは小農民がいろいろの形で半ば『プロレタリアイヒ』しつつも，半ばは依然
として『農民』たるの性質を残しているという意味である。わが国においてはこのよう
な形による以外には農民層の分解は困難であるということである。この分解の困難また
は限度を強調することが農民層の分解を論ずる上に極めて重要で、はないかと考えるので
あるJ(傍点ー玉)(247-8) 
附
これは，日本農業の資本主義化というビジョンの明確な否定である。と同
時に，資本主義の中での非資本主義的部分としての日本農業の独自性の確認
でもある。すなわち，「このように考えてくれば 農民の自己労賃と他人労
賃Vのもつ性質上の相違を強調することは日本の農業問題の理解にとって極
めて重要ではないかと考えられるのであるJ (238) と。
これが， きわめて抽象的なものではあれ，鈴木が到達した日本農業論のエ
ッセンスであった。では，これに対して大内力はどのように日本農業論の課
(49) それはつまり小農というものの両極分解を農業における資本関係の形成の基軸的論
理と考える考え方の否定という意味である。その点でも宇野弘蔵が以下のように最も
ラジカルであった。「宇野 マルクスの場合でも，ああいう小さな土地所有が，その
まま発展して資本家的なものに変る一つの形としているかどうか，何ともいえないの
じゃないかな。」前掲『日本における農業と資本主義J179頁。「先にもいったように
僕はその点イギリスでも必ずしもそうとはいえないと思う。而も後進国と先進国とで
は更に一層そこは複雑になるJ(181頁)。なお，この段階では大内はもちろん鈴木も小
農の分解に資本主義地代の形成を求めていたのであった。例えば「マルクスの過小農
は歴史的に見たら少くとも封建から資本への中間にある。マルクスはそういう意味で
過小農をとり上げているのだと僕には読めるのですが。J (鈴木)0rそればかりじゃな
くて，やはりその中から資本主義的農業に変っていく場合もあり得ることをマルクス
は考えているJ (大内)0(179-180)。
???「?
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題を捉えていたかといえば，以下のようである。まず，「農業も，それがたとえ
資本家的経営によって担当されてはいないとしても，すでにそれが資本主義
社会の社会的分業の一分肢となっており したがって資本主義社会はこの部
分にも，一定の労働力を配分しなければ存在しえない条件がっくりだされて
いるならば，やはり何らかの形で価値法則の支配をうけないわけにはゆかな
(50) 
いJ (223)，とすれば「われわれが問題にしなければならないのは，日本のば
あいのように，家族労働による小農経営が支配的であるばあいには，右のよう
な資本家的経営のもとにおいてみとめられる一般法則〔生産価格の法則〕が，
(51) 
どのような修正をうけつつ適用されるか， という問題なのであるJ(232) と。
こうした視角から，大内は「農産物の価格はC+Vではなくて，むしろ
倒
C+O.73Vという水準」であるといった分析や，小作料の高率性は第二形態
の差額地代にあるといった提起を行ったのでおったO こうして，鈴木と大内
の聞には，現物部分をどう見るか，農民の労賃部分と他人労賃Vとは「誤差」
の違いか，農民の Cは果して資本か，小作料に差額地代は適用できるか，と
闘
いった具体的争点が形作られることになった。しかし それらは結局のとこ
ろ，個々独立の問題ではなく，両者の資本主義観の違いに帰着する問題であ
るといってよい。つまり，資本主義は商品経済を通じて非資本主義的部分も
含めて全面的に自己の論理を貫徹しているものと捉えるのか。あるいは，商
品経済を通じて確かに包摂しているとはいえ，資本の論理自体はあくまで部
分的なものにとどまるのか，という違いである。
前者の立場に立てば「資本制商品の法則である生産価格の法則が，一定の
r修正』をうけてではあるが ともかく農産物に r適用』されるという考え
(50)大内，前掲『農業問題J118-9頁。( )内は鈴木の論文における引用頁。以下同じ。
(51)向上書， 118頁。
(52)向上書， 127頁。
(53)大内力の鈴木への反論， r価値法則と日本農業J11"社会科学研究』第6巻第 1号，
1954を参照。なお，この反論の批判的検討は注(4 )に示した拙稿で行いたい。
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方J(248)にならざるを得ない。つまり，どのような境界があるとしても支
配する論理はただひとつ「価値法則Jのみということである。これに対して
鈴木の場合は，「彼等農民にあっては農産物の r商品』性は外部の資本制商
品経済から与えられているのであって，農業経営の内部から与えられている
のではないJ (234)。その意味で，一見受動的に資本制商品経済の論理に取り
込まれながらも，小農民が様々な局面において示す対応の論理は資本の論理と
は異ならざるを得ないと考えたのであるO そして結局「それは他人の労働を資
本としてつかわないということからきているものであり，逆にいえば自家労力を
制
基礎にしているということの結果であるJ (234)とする。ここに，鈴木が後に
「資本主義的生産は 社会の全産業部面を内部からとらえうるような全面的
社会的生産ではなく，むしろ，特定の産業部面を基軸とする部分的な社会的
(5) 
生産にすぎないJのであって，「商品関係をとおして他の社会的生産を広汎
(56) 
に外部に前提」としているという いわゆる世界資本主義論を提起する発想
のオリジンを見てとることができるであろう。
このような認識に立って 鈴木は「生産価格の法則が r商品」としての農
産物に『どのような修正をうけつつ」であるにせよともかく『適用される』
という教授の考え方は，結局，『商品』としての農産物と資本制商品との間
の謂わば質的な相違を看過ないし過小評価し，両者の相違を単純に量的なも
(5司
のに解消することに帰着するJ (232) と大内力を批判したのである。それは
(54) こうした把握には，やはり宇野の影響が大きいと考えられる。以下の宇野の主張を
参照。「自家労力による限り，非常に狭い限界と特殊の動力とが与えられているわけ
で，発展の方向を資本家的経営と同一視することは出来ないJrつまり他人の労働を
使えば商品経済が根本的に農家にはいって来る。ところが自家労力ではどうしてもそ
こに生計と結びついた関係になって来るのですJr商品経済が外部から関係してくる。
内部から商品経済化するということがないと，計算を内面的にしない」前掲『日本に
おける農業と資本主義J111-112頁。
(55)鈴木編，前掲『経済学原理論』下.518頁。
(56)向上， 517頁。
? ?
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換言すれば，農産物市場と資本制商品市場との質的相違の看過ということで
もある。つまり「適用」の立場からは，結果としての価格だけが，しかも資
本制商品の価格と同列に扱かわれることによって，過程としての農産物市場
の特殊性，すなわち農産物市場が小農民のどのような対応によって形成され，
またなにゆえ政策的に組織化と制度化を遂げてきたのか，そこで決まる価格
自体がいかなる歴史的性格をもつのかといった問題が提出され得ないのであ
る。それは結局，そのような立場に立つ限り，日本農業の本来の姿は永遠に
見えてはこないということである。
こうして鈴木は最後に「適用」の立場に替わるrIi分析』の立場J (250)を
提起するが，それは結局かつて栗原が r基礎構造』でやってみせたように，
自らの洞察力を頼りとして資本主義の具体的局面に応じた小農民の対応の諸
形態と諸関係を経験的・帰納的にえぐり出すものといってよいであろう。も
ちろん，そこで原理論は無用というのではなく，「資本主義の世界史的な発
展の段階論J (はしがき， 4)と相侠って，分析の規準として洞察力の刃とな
るのである。
ただし，こう提起した鈴木自身がその後日本農業を具体的に分析したわけで
はなかった。彼の主なる関心はやはり原理論自体にあったからで，こうした
(58) 
鈴木の具体的農業問題への無関心は，栗原とは根本的に異なるところである。
しかしそれにしても 農業の資本主義化というビジョンを排して，非資本主義
(57)以上のような大内力と鈴木鴻一郎の資本主義観および経済学方法論の違いを今日の
段階でよりクリアーに理解する上でぜひ参照される必要があるのは，伶美光彦「原理
論の法則と段階論の『法則』一大内力教授著『経済学方法論』をめぐって一J r経済
学論集』第46巻第4号，第47巻第l号， 1981，である。
(58)鈴木はまた，自家労働の非資本主義的性格を強調するばかりで，自家労働が社会的
生産として存在する基礎としての直接生産者が生産手段を占有ないし所有する関係を
一つの歴史的生産様式と捉えることをしなかった。それを「小経営的生産様式」とし
て明確に提示するのは，いうまでもなく栗原百寿である。なお，この点で河音能平
r r小経営的生産様式』範囲毒ノートJr新しい歴史学のためにJNo.182，1986.3を参照。
-160ー
鈴木鴻一郎の日本農業論 451 
的な小農民が資本主義との間で取り結ぶ諸関係，諸形態に問題の焦点を定める
立場を「小農理論Jと呼ぶとすれば，系譜の全く異なる鈴木と栗原が同じよう
(59) 
なところに行きついたのは きわめて興味深い点である。そして，鈴木の場合
には殊に原理論と日本農業分析との関係という点において，深い考察が加えら
れていた。そのような意味で，鈴木の辿った思索の跡とその辿りついた認識は，
あれほど勢力が費やされながら1980年代に入って総括もないまま立ち消えと
なった農民層分解論争を反省する一つの視点、を提供しているように思われる。
けだし，そこでは依然として農業の資本主義的進化という見通しの下に原理
論の諸範鳴が直接適用されていたのであるから。
(59)ただしこのような栗原と鈴木の共通性をいち早く指摘したものとして，綿谷組夫
「農地改革後の自作農の性格J r農業総合研究』第6巻第2号， 1952，がある。
??
